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 (様式２) 

公共事業事前評価調書 

事 
 

業 
 

概 
 

要 

事 業 名 本町小学校第二方面校(仮称)整備事業 

場  所 

(所在地) 
西区高島一丁目（みなとみらい２１地区 57 街区の一部） 

事業目的 本町小学校の児童急増に対する対応 

事業内容 

本町小学校第二方面校(仮称)の新設 

校舎、体育館等の建設、校庭整備まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

敷地面積 約９，０００㎡ 

整備諸室 

・普通教室   （21 教室） 

・個別支援教室（ ３教室） 

・特別教室   （理科室等 ７教室） 

・その他（管理諸室（職員室等）、体育施設（屋内運動場、プール等）） 

事  業 

スケジュー

ル 

実施設計 平成 27 年 ９月 ～ 平成 28 年 ３月 

工事期間 平成 28 年 10 月 ～ 平成 30 年 ３月 

開  校  平成 30 年 ４月 

閉  校  平成 40 年 ３月 

※今後変更になる場合があります。 

総事業費 
約 25 億円 

※今後の精査により、変更になる場合があります。 

横浜市立本町小学校 

第二方面校(仮称) 

横浜市立 
本町小学校 
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事 業 の 

必 要 性 

①必要性・優先度 

本町小学校では、児童数増加に対応するため増築工事を行い 29 教室となりまし

たが、北仲通北地区開発の計画変更や通学区域内のマンション増加に伴い、将

来シミュレーションでは、平成 30 年４月から平成 40 年３月の間で、児童を受け入

れられなくなる見込みです。また、みなとみらい 21 地区の業務・商業機能の集積

への影響も考慮して、平成 30年４月から 10年間、本町小学校第二方面校（仮称）

をみなとみらい 21 地区 57 街区の一部に設置します。 

 

（本町小学校将来シミュレーション） 

平成 26 年度 20 学級 ⇒平成 30 年度 31 学級 

               ⇒平成 34 年度 36 学級 

               ⇒平成 40 年度 27 学級 

 

②適地性 

本町小学校通学区域及びその周辺において、小学校の設置に必要な敷地面積

を確保できる土地で、通学距離や通学安全を考慮して選定しました。 

事業の効果 

①安全・安心・安定性・快適性 

・当該事業を行うことで、児童の受入に際して必要な普通教室、特別教室、

校庭面積、体育館面積などが確保できます。 

 

②コスト縮減の取組み 

・10 年間の暫定利用という条件と、一方で児童の学習環境も考慮し、汎用性の高

い材料、工法を用いるなど、コスト縮減に取り組みます。 

環境への配慮 ・太陽光発電設備等を設置し、環境に配慮します。 

地域の状況等 

地域の皆様への説明やご意見をいただきながら進めてまいります。 

 

９月 12 日（金）、28 日（日） 保護者説明会実施 

10 月 16 日（木）、26 日（日） 地域説明会実施 

 

事業手法 公共発注方式によります。 

その他 なし 

添付資料 有 ・ 無 

担当部署 
教育委員会事務局施設部学校計画課、教育施設課 

(℡ 671-3253, 671-3256) 

 


